
（漁業信用保険勘定） （単位：百万円）

27年度末 28年度末 対前年増減額 増減理由 27年度末 28年度末 対前年増減額 増減理由

（負債の部）

流動資産 流動負債

　 現金及び預金 15,567    14,423    △1,144   
譲渡性預金の取得による
減

リース債務 （短期） 0            0            0 

　 有価証券 5,000      6,600      1,600      譲渡性預金の増 引当金 18          19          1 

未収金 500         460         △40       政府事業交付金 11,718    11,954    236 27年度予算受入による増

　 短期貸付金 16,560    12,579    △3,980   
長期貸付金からの振替の
減

支払備金 312         248          △ 64 積立対象保険事故の減

その他の流動資産 65          58          △7         その他の流動負債 122         150         28 

流動資産合計 37,692    34,120    △3,572   流動負債合計 12,170    12,372    202 

　

固定資産 固定負債

　 有形固定資産 9            15          6            リース債務 （長期） 0            0             △ 0 

無形固定資産 10          22          12          引当金 114         120         6 

投資その他の資産 41,524    44,630    3,106      責任準備金 2,912      2,512       △ 401 

固定資産合計 41,543    44,667    3,124      固定負債合計 3,027      2,632       △ 395 

15,197    15,004     △ 193 

（純資産の部）

 資本金

政府出資金 55,545    55,545     - 

民間出資金 2,771      2,771       - 

資本金合計 58,316    58,316     - 

　  資本剰余金

特別出えん金 304         313         10 

資本剰余金合計 304         313         10 

利益剰余金

4,071      3,807       △ 264 28年度純損失の取崩

積立金 793         1,348      554 27年度未処分利益の振替

554         -             △ 554 

（うち当期総利益) (554) (-)  △ 554 

利益剰余金合計 5,418      5,154       △ 264 

64,038    63,784     △ 254 

79,235    78,787    △447     79,235    78,787     △ 447 

（漁業信用保険勘定） （単位：百万円）

27年度 28年度 対前年増減額 増減理由 27年度 28年度 対前年増減額 増減理由

経常費用 経常収益

　 事業費 事業収入

　 保険事業費 2,528      3,045      516         保険金の増 保険事業収入 2,736      2,766      30 責任準備金戻入の皆増

　 一般管理費 貸付事業収入 4            4             △ 1 

人件費 254         249         △5         事業収入合計 2,740      2,769      29 

直接業務費 22          14          △8         財務収益 451         363          △ 88 金利低下による減

管理業務費 49          48          △1         雑益 -            0            0 

賞与引当金繰入 18          19          1            経常収益合計 3,191      3,132       △ 59 

退職給付引当金繰入 27          14          △13       

減価償却費 6            7            1            

一般管理費合計 377         351         △25       

　 財務費用 0            0            △0         

経常費用合計 2,905      3,396      491         

経常利益 286         -            △286     経常損失 -            264         264 

臨時損失 臨時利益

固定資産除却損 0            -            △0         厚生年金基金代行返上益 236  -  △ 236 

50          -            △50       退職給付引当金戻入 82  -  △ 82 

臨時損失合計 50          -            △50       臨時利益合計 318  -  △ 318 

当期純利益 554         -            △554     当期純損失 -            264         264 

-            264         264 

当期総利益 554         -            △554     当期総損失 -            -             - 

当期未処分利益

負債合計

貸　借　対　照　表

科　　　　　　　目 科　　　　　　　目

（資産の部）

前中期目標期間繰越積立
金

科　　　　　　　目 科　　　　　　　目

純資産合計

資産合計 負債純資産合計

前中期目標期間繰越積立金
取崩額

損　益　計　算　書

退職給付会計基準改正に
伴う調整額



（漁業信用保険勘定） （単位：百万円）

27年度 28年度 対前年増減額 増減理由

Ⅰ 業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 3 △ 227 △ 230 保険金の支払による支出の増加による減

Ⅱ 投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 2,196 △ 1,126 △ 3,323 有価証券の償還による収入の減少による減

Ⅲ 財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 4 9 5 特別出えん金の受入による収入の増加による増

Ⅳ 資金増加額又は減少額(△) 2,204 △ 1,344 △ 3,548 

Ⅴ 資金期首残高 12,263 14,467 2,204 

Ⅵ 14,467 13,123 △ 1,344 

科　　　目

キャッシュ・フロー計算書

資金期末残高



行政サービス実施コスト計算書

（漁業信用保険勘定） （単位：百万円）

27年度 28年度 対前年増減額 増減理由

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

事業費

保険事業費 2,528 3,045 516 保険金の増加による増

一般管理費 377 351 △ 25 退職給付引当金繰入の減少による減

臨時損失 50 -  △ 50 

(2) （控除）自己収入等

事業収入

保険事業収入 △ 1,643 △ 1,977 △ 334 責任準備金戻入の皆増による増

貸付事業収入 △ 4 △ 4 1 

退職給付引当金戻入 -  -  -  

財務収益 △ 451 △ 363 88 金利低下による減

臨時利益 △ 318 -  318 
厚生年金基金の解散に伴う臨時利益の皆減に
よる減

業務費用合計 538 1,052 514 

Ⅱ 引当外退職給付増加見積額 1 5 4 

Ⅲ 機会費用

政府出資等の機会費用 -  36 36 国債利回りの上昇（0.000%→0.065%）による増

Ⅳ （控除）国庫納付額 △ 115 △ 144 △ 30 

Ⅴ 行政サービス実施コスト 425 949 524 

科　　　目



決算報告書

（漁業信用保険勘定） （単位：百万円）

27年度 28年度 対前年増減額 増減理由

収入

受入事業交付金 1,354         984            △370         東日本大震災に係る政府事業交付金の受入減

事業収入 13,914        18,576        4,662         貸付金回収収入の増

運用収入 458            369            △89          金利低下による減

その他の収入 10              18              8               

計 15,736        19,947        4,211         

支出

事業費 15,347        19,819        4,471         貸付金の増

一般管理費 380            364            △15          

直接業務費 25              32              7               

管理業務費 50              55              6               

人件費 305            276            △28          

計 15,727        20,183        4,456         

区分




